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研究成果の概要（和文）：本研究では土木計画学、障害学、観光学と複数の学問分野における「障害」への取り
組みを概観し、ユニバーサルツーリズムとは環境整備と合理的配慮に加えて新たな文化の発信の３要素で構成さ
れると定義した。新たな文化の発信には、マイノリティの視点が不可欠であり、多様な人との対話による、当事
者との協働研究が必要であり、これが共生の技法である。
ダイバーシティ社会において災害という非日常時への対応は、世界的な課題となっている。観光と災害は非日常
という共通点をもつため、共生の技法が有用であると考え、被災地の復興過程に援用した。その結果、多様な
人々が互いの声を聴きあう場がまちづくりに必要であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： From achievements in multiple disciplines (civil engineering, disability 
studies, and tourism studies), I consider the theory of Accessible Tourism is the line of 
environmental improvements, reasonable accommodation, and new inclusive culture. In order to achieve
 widespread inclusivity, it is necessary to make improvements in communities to accommodate people 
with disabilities. This requires a new cultural thinking in which minorities are included and have a
 voice in order to participate in co-creative actions that lead to inclusivity for all. 
　In a diverse society, accessibility for all is an important issue particularly in the case of a 
disaster. Constructing the means for accessibility in a disaster is actually similar to creating 
accessibility in tourism. It requires reconstruction and doing so it is important to create 
opportunities wherein people can listen to each other's diverse voices to effectively bring about 
community renovation.

研究分野： 都市および地方計画

キーワード： Inclusive　Accessible Tourism　Diversity　共生　Dialogue　Disability　当事者参画　災害

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、観光学を媒介に障害学や土木計画学における「障害」への実践研究を統合化し、環境整備と合理的な
配慮に加えて、新たな文化の発信という、従来は十分には指摘されていなかった観点から、当事者参画の必要
性、多様な人との対話という「共生の技法」を提示したことが成果であり、学術的に意義がある。
特に観光と災害時の非日常性に着目し、当事者参画が遅れていた災害分野に、共生の技法を援用し、実践研究を
行ったことは、学術的にも社会的にも意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 我が国では，観光分野においてユニバーサルデザインへの取り組みが始まったのは 1990
年代中頃からである。NPO 法人を中心とする市民主体の障害者、高齢者の旅行支援（ユニ
バーサルツーリズム）の体制づくりが盛んになっていたが、普及促進においては、認知度向
上や人材育成、サポート体制の強化など様々な課題が指摘されていた。そこで研究代表者は、
「ユニバーサルツーリズムへの取り組みは、受け入れ地域に新たな社会的ネットワークの
構築を促し、地域づくりに有用である」という仮説をもち研究を行ってきた。 
国連世界観光機関は、全世界人口の 15％が何らかの障害をもつ人であり、高齢化が進行

する中で今後もその割合が増えていくことは確実であり、アクセシビリティの確保は観光
の基盤であると宣言している。また、我が国では、2016 年 4 月に障害者差別解消法が施行
され、観光、まちづくり分野においても、さらなる対応が喫緊の課題となっている。障害者
差別解消法にもとづく「合理的配慮」への取り組みは、障害差別だけでなく、あらゆる社会
問題を解決する際のやり方に影響を与える「共生の技法」となる可能性を秘めているといわ
れている。ユニバーサルツーリズムは、観光、福祉、まちづくりなど分野を横断して「合理
的配慮」について考え、実践していく機会であり、つまりユニバーサルツーリズムは「共生
の技法」のプロトタイプであるという着想に至り、観光分野以外にも応用可能と考えた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では「共生の技法」という観点から我が国におけるユニバーサルツーリズムの取り組み

を捉えなおし、実践、実証的な研究の蓄積を理論化し、他分野に応用することを目的とする。 
ユニバーサルツーリズム研究は取り組み年数が浅いこともあり、課題整理や先進事例研究は

蓄積されつつあるが理論化にはまだ十分には至っていなかった。本分野の研究は、観光学をはじ
め障害学、建築・土木工学、福祉社会学など学際的であり、個々の分野での研究蓄積と相互補完
関係にあるべきだが、その整理は不十分であり、包括的に含む学術的な枠組みが整っていない。 
そこで本研究では、観光学を媒介に障害学による「障害」概念や建築・土木工学におけるユニ

バーサルデザインの理論を援用し、「共生の技法」としてのユニバーサルツーリズムの理論構築
を行う。そして観光分野だけでなく、教育、雇用、防災など、合理的配慮が必要なあらゆる分野
で「共生の技法」として応用可能性を検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究はユニバーサルツーリズムを起点に、①理論研究、②調査研究、③実践研究を行い「共
生の技法」とは何か探求した。 
①はこれまでのユニバーサルツーリズムの実践、研究をレビューし、その枠組みを提示すると

ともに、筆者の専門である土木計画学を中心に、障害学、都市計画、福祉社会学等における研究
をレビュー、識者ヒアリングを行い、研究の到達点と課題を整理した。②については、非日常と
いう観点から観光と災害に共通点を見出し、観光×災害に関する調査を実施した。③は福島県い
わき市に立ち上げたユニバーサルツーリズムセンターとの実践や被災地復興における実践を通
じて「共生の技法」について探求した。 
 
４．研究成果 
(1)ユニバーサルツーリズムの枠組み 
 これまでの研究蓄積を踏まえ、ユニバーサルツーリズムを構成する要素と定義を提案した。 
 一つは、従来の社会基盤のバリアフリー化の考えに基づく、不特定多数を対象に可能な限りの
デザインを行う「環境のユニバーサルデザイン化」である。これは社会構造の不均衡なあり方に
よって不利益を被ってきた人々への機会の平等を実現することを目的とした措置であるポジテ
ィブアクションのひとつと位置付けられる。具体的には、エレベーターの設置など段差解消、多
目的トイレの整備、サイン整備等があげられ、これらの整備にあたっては日常生活圏の環境改善
とのシームレス化が重要となる。観光客の行動は住民の生活行動と異なる点は多々あるが、社会
基盤整備においては共用の観点が欠かせない。例えば、地域公共交通のバリアフリー化（ノンス
テップバスの導入路線など）を観光交通に活かせていないなど、日常生活行動におけるバリアフ
リー化と観光行動のユニバーサルデザイン化への思考が分断されており、シームレス化が必要
である。 
 二つめは、「合理的な配慮」の充足である。「合理的な配慮」とは、①個々のニーズ、②非過重
負担、③社会的障壁の除去を個人的な「思いやり」ではなく、社会のルールとして対応していく
ことである。障害者、高齢者等の旅行相談窓口が、媒介役となって、地域のさまざまな合理的な
配慮を引き出している。この機能の普及、拡充、持続させるには、①社会的に意義の確認、②戦
略的機会の確保、③利用者ニーズの顕在化、④まちづくりとしての展開が必要である。 



 三つめは、「インクルーシブ文化」としての
多様な欲望の顕在化である。今後、観光客の役
割はますます重要になると考えられる。観光の
大衆化の流れの中で、健常者中心の間主観的な
欲望だけでなく、少数派である障害者をはじめ
とする多様な文化に基づく欲望が顕在化し認
知されることが必要である。これを「インクル
ーシブ文化」と呼び、ユニバーサルツーリズム
の構成要素の一つと位置付けることを提案す
る。 
ユニバーサルツーリズムは、環境のユニバー

サルデザイン化、合理的な配慮の充足、インク
ルーシブ文化の発信源となり、社会を変容させ
る可能性のある多様な文化の相互理解、体得の
機会と定義する。 
 

図 1 ユニバーサルツーリズムの 3要素 
 

(2) バリアフリー計画学の到達点と課題 
土木計画学におけるバリアフリー研究の発展と，障害当事者運動によるバリアフリー化の経

緯を概観した．バリアフリー計画学の到達点と新たな射程となる課題をまとめた． 
 我が国の社会基盤のバリアフリー化は，1970 年代から社会的課題として認知されはじめ，研
究テーマとしても扱われはじめたが，90 年代までは土木計画学研究の一分野としての位置づけ
はなかった。そのような中で、障害者当事者運動により、我が国のバリアフリー整備は牽引され
てきたといえる．90 年代になり，土木計画学では障害者や高齢者という個人属性に起因するカ
テゴリーではなく、社会基盤側に問題をおき、障害学でいう社会モデルに基づいた「移動困難者」
を定義し，それまで扱ってこなかった「潜在交通需要」を重視する研究が発展した．マジョリテ
ィではなく，マイノリティの視点から社会基盤の課題を洗い出し，シビルミニマムとしての整備
基準の見直し，新たな時間価値や生活機能などの概念を用いたシステム論の構築に取り組み，当
事者参加を原則とする参加論や評価手法が開発された．これらの研究は，従来の土木計画学の範
囲を超えて学際的に取り取り組まれ、社会基盤整備の「全体最適化」手法に対置する新たな計画
論を構築する端緒となった． 
しかし，当事者参加においては，計画策定の手続き論を超える実践は少なく，事業計画への当

事者参画など障害当事者の経験知を活かした協働研究は発展途上である．また，人工呼吸器利用
者など，より少数のマイノリティや LGBT などこれまで認知されていなかった人々など，見落と
してきた課題も多く，属性によって移動環境の格差・差別の解消が充分に図られたわけでない．
真の当事者参画を実現するためには，ダイバーシティを重視した計画論の発展が求められる。 
そして，通院や通学・通勤，買い物行動など，これまでは日常の生活行動を主対象としてきた

が，観光や災害時など，非日常時のバリアフリー化が求められる．非日常時の活動の特性は，空
間の認知度が低い，移動経路が非定型，探索的である，移動に快楽性や日常との状況変化への対
応が求められるなど研究課題は多い．アメリカ・カルフォルニア州では,災害時の要配慮ニーズ
を「AFN（Access & Functional Needs）」という概念を導入し,障害者や高齢者だけでなく,移民
や生活困窮者などすべての人を包括する政策を展開している．そして,そのニーズを判断できる
リーダー(AFN ADVOCATE)として障害当事者が参画するシステムが構築されている． 
2018 年のバリアフリー法改正では，第 2 条に「この法律に基づく措置は，高齢者，障害者等

にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会の事物、制度、慣行、観念その
他一切のものの除去に資すること及び全ての国民が年齢，障害の有無その他の事情によって分
け隔てられることなく共生する社会の実現に資することと旨として，行わなければならない」と
基本理念が設けられた．国連の障害者権利条約に基づき，障害を理由に差別されることなく、合
理的な配慮を備えた社会基盤整備とは，量だけではなく質も備えたデザインが求められる。誰も
が一緒に生き生きと暮らせる共生社会の実現に向けて、望ましいデザインとは何か，当事者との
協働による共創のデザイン論を構築していくことが必要である． 
 
(3)「非日常」におけるユニバーサルデザイン「観光×災害」 
  観光と災害の関係性を整理し、検討すべき課題を整理した。観光の定義は、UTWHO の定義
を引用すれば「継続して 1年を超えない範囲で、レジャーやビジネスあるいはその他の目的
で日常の生活圏の外を旅行したり、また滞在したりする人々の活動を指し、訪問地で報酬を
得る活動を行うこと関連しない諸活動」とされる。この定義の“日常の生活圏の外”に着目
し、図 1は縦に空間軸（日常生活圏/非日常生活圏）、横に時間軸（災害前(平時)/災害時(後)）
とし、困りごとを４象限に分類する。空間軸からのみ考えると、観光客は第 1・4象限、地
域住民は第 2・3象限での困りごとの主対象者となる。 



 第 1象限（非日常生活圏×災害時(後)）の困りごととは、発災時から復旧時における観光
客への対応に関する困りごとである。最も困りごとが生じやすいのは高齢者や障害者、そし
て外国人といった災害時要配慮者であるといえる（①）。加えて、大規模災害時に広域避難
する場合は、日常生活圏を越えて第 1象限に地域住民にも困りごとが生じることとなる（②）。 
 第 2象限は、発災時(後)の住民の避難所、仮設住宅等で生活する上での様々な困りごとで
あり、いわゆる減災の取り組みとして
扱われている課題である。第 3 象限
は、平時の地域における日常生活上の
困りごとであり多岐にわたる。第 4象
限は観光客が平時から感じている困
りごとであり、観光まちづくり、おも
てなしといったテーマで扱われてい
る課題といえる。ここで注目したいの
は、被災とは“災害前後に横たわる断
絶こそが被災”と言われ（矢守 2017）、
この断絶を空間、生活場所の変化に限
定して考えれば、観光客の平時の困り
ごと（第 4象限）と災害時に地域住民
の困りごと(第 2 象限)には共通点が
あるのではないかと考えた（③）。          図 1 災害×観光の関係 
 
 
(4)被災地復興における応用－「共生の技法」とは対話 
 2018 年に起きた西日本豪雨の被災地である倉敷市真備町で、「小さな声」の人による復興
を実践研究した。地域に暮らす精神障害者を中心に「小さな声」の人が主催する（まちコン）、
声を集める（数珠つなぎプロジェクト）、対話する（当事者語りべ「七夕会」）という３つの
活動を展開した。いずれもマイノリティといわれる障害当事者がマジョリティである住民、
地域への働きかけであった。これらの活動が可能となった要因は、中心となった精神障害者
らが、十数年かけて地域に根差した活動を続けてきたからこそであった。 
そして、その活動に同行してきてわかったことは、仲間たちは「お互いの声」を聞きたい

と思っていること、「お互いの声」を聞きあうことがきっかけで、支援者、非支援者、被災
者、非被災者、障害者、非障害者といった関係性を越えて、お互いに尊重しあう新たな関係
性が生まれることである。これは近年、精神医療の分野で注目されているオープンダイアロ
ーグという実践システムに通ずる。オープンダイアローグでは、対話によって「消し去られ
る感情」ではなく、対話によって「生み出される感情」に光を当て、「当事者だけの感情」
ではなく「専門家にも共有される感情」を重要視し、「感情の共同化」という方法をとる(野
口 2018:147-155)。仲間たちは、さまざまな活動を通じて、地域の人々との対話が可能とな
り、お互いの声を聴きあい尊重しあうポジティブな感情を共有する機会となり、感情の共同
化による新たな関係性を創っていっているといえる。 
これまでマジョリティがマイノリティを排除せずにインクルージョンするためには、「当

事者の声」を聞くことが大切であるとされ、実践においても、研究においても「当事者の声」
を聞くことが熱心に行われてきた。しかし、そこには聞く側の目的があり、その目的への期
待を織り込んで発せられる「当事者の声」は、その場に働く力の産物でしかなかったといえ
る（星加 2012:26）。しかし、３つの活動を通じて発せられた声は、地域で「お互いの声」
を聴きあう中で発せられた「当事者の声」である。まちづくりの現場でこのような「お互い
の声」を聴き、そこから生まれる「当事者の声」を聴く場が、どれほどあるだろうか。特に
マイノリティとされる障害者や外国人、子どもなどに配慮したまちづくりを考えようとす
るとき、それらはまちづくりにおける客体であっても主体として参画することは少なく、マ
イノリティの意見を聞くことはあるが、「お互いの声」を聴きあう場面は少なかったのでは
なかったか。 
「共生の技法」とは、「お互いの声」を聴きあう場を創ることであるといえる。図 2 に示

すのは、綾谷（2010:72-95）が当事者として少数派が他者とのつながりをどのように取り組
んできたのかを参考に模式図1にしたものである。 
当事者研究を研究するする熊谷は、「少数派同士の分かち合いの場が奪われているという

                                                   
1 第一世代と第二世代は引用文献を参考にリライトし、第三世代、第四世代は筆者が作成した。 



社会的排除の問題を、個人の問題にすり替えている」といい、健常者向けにデザインされた
言語のために、少数派の意思が抑制され排除されているという（エクスクルーシブな社会）。 
少数であっても同じカテゴリーに所属する者同士が、苦労を分かち合うための言語を獲得
し、それぞれが表出できる状態をつながりの第二世代と呼ぼう。倉敷市真備町では、中心と
なった精神障害者らが真備という町に土着し、仲間と共に暮らし、苦労を分かち合うための
言語を獲得し、精神障害であるということを隠さずに表出できていたからこそ、大きな災害
が起こり被災し、復興というめまぐるしくまちが変化の中でも、自らが主体となって「お互
いの声」を聴きあう場をつくっていき、被災者と非被災者、障害者と健常者などのカテゴリ
ーが流動化しはじめている（つながりの第三世代）。一方、語りべ「七夕会」のメンバーで
ある車いすユーザーの A さんは、七夕会の活動を始めるまでは孤軍奮闘し、地域から排除
されていると感じていた。しかし、同じ被災したもの同士、障害は異なるが、障害者という
カテゴリーで排除された経験をもつ者同士でゆるやかにつながることができ、一緒に活動
を始めた。カテゴリーが違いを認めた上でなお、つながることが可能な状況であるつながり
の第四世代へと歩み始めている。そしてこれは、障害の経験や運動から得られた知見が障害
種別を越えて相互に有益であるというクロスディスアビリティの考え方に基づく当事者主
体のまちづくりへの萌芽でもあると考える。 
インクルージョンとは、マジョリティがマイノリティを包含するようなイメージを抱き

やすいが、そうではなく、複数のカテゴリーが連帯し相互に浸透することといえる。そして、
そこで大切なのは、このカテゴリーが「絶えず線が
引きなおされるダイナミックな差異化のプロセス
として、暫定的に捉えること（綾谷・熊谷 
2010:101）」にある。 
まちづくりとは「地域における、市民による、自

律的継続的な、環境改善運動（小林 2011:9）」であ
り、地域の様々なカテゴリーの人々が相互に関心を
もち、時間を共にし、「お互いの声」を聴きあう機
会となりえるはずだ。特に災害時は、すべての被災
者が“障害”を受ける可能性があり、災害時の“障
害”には流動性（多様性）と共感性を持つという特
徴があり（石塚 2019:3）、図 2 でいうカテゴリーの
境界が曖昧になりやすい。障害者や被災者は、さま
ざまな“障害”を経験した者だからこそ、差異を理
解することができ、ことばなき言葉を聴きとること
ができるのではないだろうか。そして、“障害”を
経験した者の声、声なき「お互いの声」を聴きあい、
マジョリティもマイノリティもカテゴリーが変化
する動態の中でゆるやかな連帯を育む必要がある
だろう。 
それぞれのカテゴリーに相応しいやり方や、相応

しい時間、相応しい場所を確保し、そして相互に関
心もつ方法、時間、場所を準備し「お互いの声」を
聴きあい、常に関係性が変化していくような動態的
な場をつくることがまちづくりに求められている。                                  

図 2 人と人のつながりとインクルージョン 
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